第12章  ベトナム

2000年、ベトナム経済に変化をもたらすいくつかの出来事があった。その中でも、二つの出来事が中期的に大きな変化をもたらすのではないかと考えられる。一つは、1999年に通過した会社法が精力的に実施され、民間企業の設立・経営が以前と比べ非常に容易となったことである。確かに、民間企業が、資金調達面で優位に立つ国営企業や外資系企業と互角に競い合うことができるようになるまでには、まだまだなすべきことが多く残されている。しかし、新法施行に伴う急速な進展は、民間企業の直面する障壁に関して、ベトナムの政策立案者が真剣に取り組もうとしている証である。もう一つの出来事は、米国との通商条約に調印し、続いて11月には米国大統領が訪越したことである。さしあたり、この条約は本質的なものというよりも象徴的なものとなろうが、中期的には米国以外の国との経済交流、未加盟である世界貿易機構との関係発展に向け重要な第一歩となろう。さらに、この条約の実施により、特に一部のサービス産業において企業は競争圧力を受けることになり、ベトナム自らが着手した改革をより強化することになるであろう。

ベトナムは、2000年に人口7,800万人に達したとみられ（表12.1）、人口面から見れば規模の大きな国であると考えられる。しかし、一人あたり名目GDP（米ドル表示）で見ると、日本と比較しわずか1％強、インドネシアと比較し2分の1を若干上回る程度の397米ドルであり（2000年）、本報告中で突出した最貧国ということになる（表1.1参照）。ただし、一般によく用いられているこの指標は、ベトナムなどの貧しい国における平均的な国民の相対的購買力をかなり過小に評価している。というのも、より貧しい国では、他国と取引のないサービス、つまりタクシー料金や散髪代などが比較的安価であるためである。この点を調整するために、一人あたり名目GDP（国際ドル表示）を用いた場合、日本の8％程度、インドネシアの3分の2を若干上回る水準となる。従って、上で挙げた問題を調整した上でも、ベトナムは貧しい国であることになる。このように一人あたりの所得が低いことを反映して、本報告中に挙げた経済と比較すると、米ドル表示で見た場合、同国は最も小さな国であり、国際ドル表示で見た場合はシンガポールに次いで小さな国であると言えよう。

同国の所得水準の低さは、過去数十年続いた戦争に帰する部分もある。さらに、1970年代終わりから1980年代半ばにかけて、政府が市場を抑圧し海外との経済交流を閉ざしてきたことにも責任があろう。また、外国政府、特に米国の政策が、ベトナムの経済的孤立を強めたことも見逃してはならない。この点に関しては、各国政府がベトナムとの密接な経済交流の促進に前向きであることを表す出来事として、米国との通商取引は重要な意味を持つ。1986年に始まるドイモイ経済改革により、同国は徐々に市場経済を導入し、世界経済との交流を深めてきた。改革は広範に及び、私有財産の承認、様々な価格の自由化、企業間での競争促進が進められてきた。こうした改革が行われるようになるまで、同国は中国と同じように、国際比較統計の整備を行ってこなかった。そのため、1990年以前の経済統計は所々に抜けている部分がある。

1980年代半ばの貧弱な経済状況や同国が直面してきた多くの問題を考慮すると、過去十年間におけるベトナム経済の業績には目を見張るものがある。実質GDP成長率は、1987～91年の4～6％から1992～97年には8～10％へと徐々に加速している（表12.1）。1990年代半ば以降の人口増の鈍化も相まって、一人あたりの実質GDP成長は、1987～91年の1～4％から1992～97年の6～7％へと加速した。しかし、1998～99年に経済成長は減速し、実質GDP成長率は1998年に5.8％、1999年には4.8％と大きく落ち込んだ。2000年には回復が見られ、表12.1では6.5％の成長が想定されている。この値は表1.2の成長率予測の平均値を上回っているが、近頃発表されたEIU（The Economist Intelligence Unit, 6.4％）やアジア経済研究所（6.6％）の予測値に近い値となっている。2001年の経済成長に関しては、EIUを除く他の機関が若干の上昇傾向を見込んでいる。

乳児死亡者数や非識字率に関しても著しい低下が見られ、出生時平均余命も徐々に延びている（表12.1）。これらの改善は、興味深いことに1980年代半ばの経済発展以前においても見られる。これに対し就学率は1980年代に低下が見られたが、1990年代の経済発展と共に改善された。ベトナムは依然として貧しい国ではあるものの、同国政府は多くの国民に対し基礎的なサービスの供給ができていたことをこれらの指標が表している。近年、ベトナムの政治体制が安定している背景には、こうした要因が存在しているのである。

依然として農業国であるベトナムでは、1997年時点で就業者の69％が農業に従事している。農業従事者のシェアは、1984～86年、1988～93年における72～73％からわずかに低下傾向にあるが（表12.1）、本報告で取り上げている他のアジア諸国よりもかなり高い水準にある。工業に従事する就業者のシェアも、1994年の12％をピークとして1995～97年の10％へとわずかに低下した。工業部門の雇用のほとんどを製造業が占めている。また、その他産業のシェア（多くは、サービス業従事者）が、近年上昇している。

付加価値で見た産業構造の変化はより顕著に現れている。GDPに占める農業のシェアは、ピーク時である1988年の46％から1997～99年には26％を下回るほどに低下した。逆に、製造業のシェアは、最も低い1990年の12％から1999年には18％に上昇した。水準自体は製造業と比べ低いものの、鉱業のシェアも1988年以前の2％から急速に拡大し、1999年には9％に達した。ただし、このシェアには価格の変動が考慮されていないため、1998年以前の7％以下から1999年にシェアが拡大したのは石油・ガス価格の上昇による部分が大きい。サービス部門では、商業、その他サービス、行政サービスが高いシェアを占めている。

支出項目別に見ると、最も顕著な特徴は民間・政府消費の対GDP比の大きさに現れる。同比率は、1990年に97％を記録し、その後の低下により1999年には75％となった（表12.1）。1999年の民間消費の対GDP比は69％にも達する。所得水準に比べ民間消費が大きいことは、多くの国民が貧しいため、貯蓄をするほどの余裕がないことを反映している。また、1990年代初めの総固定資本形成・在庫品増加の対GDP比の水準が低いことは、所得が少ないことに起因するもう一つの特徴である。しかしながら、同比率は1990年代半ばより急速な上昇傾向にある。消費水準が高くかつ投資水準が高くなることは、国内貯蓄のみによって投資資金を賄うことが難しくなることを意味する。その結果として1993～96年にGDP比で9～11％、1997～98年に7～8％と巨額の貿易赤字が生じている（表12.1、輸出－輸入）。1999年は、民間消費と総固定資本形成の対GDP比が低下したこともあり、貿易赤字は2％程度の水準に低下した。この貿易赤字の縮小は、近年巨額の赤字がベトナム経済にもたらしてきた潜在的に深刻なものとなりうる制約を、少なくとも一時的に緩和することになるであろう。最後に、輸出・輸入（財貨・サービス）の対GDP比が上昇している点を指摘しておく。アセアン自由貿易協定（AFTA）、米国との通商協定の義務に伴う措置を実施し始めることで、中・長期的にさらなる貿易量の増加が期待されるであろう。

表12.1を見ると、近年の民間総固定資本形成の対GDP比が、ドイモイ改革の継続・進展や2000年の会社法の施行にもかかわらず、急激に落ち込んでいることがわかる。同比率は、正確な推計によるものではなく、総固定資本形成・在庫品増加の対GDP比に、投資支出全体における民間部門のシェア（1995年62％、97年52％、99年38％など）を乗じたものとして計算されている（Vietnam, General Statistical Office, various years）。1995～97年における民間部門のシェアの低下は、主に民間対内投資のシェア下落によるもので、そのシェアは29％から21％に下がった。さらに1999年には20％にまで落ち込んだ。1997～99年においては、外国投資のシェアが31％から18％（1995年は32％）へと低下し民間部門のシェア下落につながった。一方で、国営部門のシェアを見ると、国家予算（1995年の20％から1999年の25％へ）、国営企業（同様に、14％から18％へ）、国家信用（同様に、5％から18％へ）の全ての項目においてシェアは大きくなっている。

国営部門のシェアが投資面において拡大したことと対照的に、付加価値面においては名目GDPに占めるシェアが39～40％（1993～99年）と一定の水準を保っている。ただし、1991～92年は29～31％であった（Vietnam, Central Institute for Economic Management 1999, 56頁）。雇用面における国営部門のシェアは付加価値面のシェアと比べ小さく、1991～92年の10～11％から1993～97年には9％へとわずかに低下している（Vietnam, Central Institute for Economic Management 1999, 57頁）。ベトナム統計局の推計を用いて産業別に国営部門の雇用シェアを見ると（利用可能な範囲で最新の1997年のデータ）、鉱業（52％）､電気・ガス・水道業（39％）､建設業（35％）、金融業（42％）、その他サービス（52％）で大きなシェアを占めている。また、製造業（19％）､運輸・通信業（23％）でも大きい。商業（8％）､ホテル・飲食業（7％）では経済全体の平均よりもわずかに低く、農業（1％）におけるシェアは非常に小さい。絶対数では、その他サービス（137万人）、製造業（64万人）、建設業（34万人）の産業で国営部門に従事する就業者が多い。さらに、シェアでは最も小さかった農業（25万人）、そして商業（20万人）、運輸・通信業（20万人）といった産業が続く。
これらの数値からわかるように、ベトナム経済において今もなお国営部門が非常に大きな役割を担っており、近年この役割が急速に縮小してきたわけではない。その重要な理由として、法律上の問題が挙げられる。2000年に会社法が施行されるまでは、（外資系ではない）民間の会社を運営する上での法的手続きが不明確で簡素さに欠けていた。この新法では、会社を登録し運営するルールを明確にし、その手続きの簡素化を図っている。従って、精力的なスタートを切った会社法の施行により、今後国営部門のシェアは縮小し、（外資系以外の）民間部門が急速に成長することになろう。ただし、その民間部門の成長を阻害する多くの要因が依然として残されていることを忘れてはならない。第一に、収益のない国営企業の合理化にはまだまだ時間がかかることが挙げられる。これは、破産法が未だ考案中であること、国営企業の雇用者削減は難しいことなどの理由による。第二に、資金面の問題が挙げられる。国営企業、特に大規模な企業は、収益がないにもかかわらず、国営銀行から多額の資金を容易に調達することが可能である。これは国営銀行自身が脆弱であり、国営企業への貸付を不良債権として処理する余裕がなく、貸付を継続しているために起きている。このため、ベトナムにおける銀行貸付の大半を大規模な国営企業が占める形になっている。例えば、1998年末における国営銀行の貸付総額59兆ドンの内、34兆ドンは国営企業に対するものである（International Monetary Fund, 2000b, 23頁）。一方で他の銀行の貸付を見ると、貸付総額はわずか13.5兆ドンであり、その内非国営部門には9.6兆ドンの貸付がなされている。第三に、2000年の会社法の施行は、概して期待を超えるものであったが、ベトナムの官僚社会には依然として民間企業に対する偏見が根強く残っている。

今日のベトナムの情勢は以前と比べかなり改善されているものの、過去にはインフレや財政赤字などの深刻な問題が存在した。例えば、1986～88年の間に、同国のインフレ率は3桁台にも達した（表12.1）。その主因としては中央管理下の計画経済から市場中心の経済へ移行したことが挙げられる。急激な物価上昇とともに、ベトナムの通貨ドンは、1986年の1米ドル23ドンから、1991年には1米ドル10,000ドンまで下落した。1990年代に入ると、物価上昇と通貨下落のペースは著しく緩まり、近年インフレ率は10％以内に押さえられている。2001年もこの水準は保たれると予測されている（表1.2）。1980年代後半は、高インフレだけでなく、巨額の財政赤字も問題となっていた。近年、財政赤字は対GDP比2％内に押さえられているが、この時期は物価が比較的安定した時期と合致している。従って2000年に対GDP比4％以上の財政赤字が見込まれていることは中期的な将来に関して気になる点ではあるが、即座に問題となるようなものではない。

貿易赤字については先に述べたが、経常収支についても同様に巨額の赤字となっている。この赤字は、1994～96年に大きく拡大し、名目GDPの8～10％の水準に達した（表12.2）。その後、1997～98年には同4～5％に低下し、1999年には僅かな黒字に転じている。2000年の見通しについては表1.2のように予測機関ごとにばらつきがある。表12.2では再び赤字に転じることが想定されているが、ベトナムの国際収支は、統計が異なれば数字も大きく異なることに注意をしておく必要があろう。表12.2では、期間が長くより詳細なものが得られる Vietnam, Central Institute for Economic Management （1999, 2000） のデータが主に利用されている。例えば、1999年の直接投資純額は14.8億米ドルとなっているが、International Monetary Fund （2000b） ではその半分以下の7億米ドルとなっている。この数字の違いは非常に重大な問題である。なぜなら、その額はベトナムの経済規模や資本流入額と比べて、非常に大きいからである。近年、直接投資以外の資本流入においても停滞ぎみまたは減少しており、以前のような水準にまで回復が見られないようであれば、1990年代前半のような巨額の経常収支の赤字を続けることはできないであろう。

対外債務残高の動向は、前述の物価および通貨の変動を反映している。３桁台のインフレ率を記録した後に同国の対外債務残高は急増し、ピーク時の1989～90年にはGDPの3倍以上にもなった。その後は著しく減少し、1997年に対GDP比で78％、1998年は若干増加し同82％となった（表12.2）。この水準は、他のアジア諸国、とりわけ金融危機によって最も深刻な打撃を受けた国と比べても、かなり高い。幸いにして、債務のほとんどが長期債務であり、今のところ債務返済額はそれほど大きくない。それでも、巨額の債務返済負担や経済の高成長に伴って経常収支赤字を計上する傾向を考えると、いかにこれらを適切な方法で埋め合わせていくかといった問題は、ベトナムにとって早急に対処すべき課題の一つである。

農業国ベトナムにおいて、同国の輸出総額に占める農作物の輸出シェアが高いことは驚くべきことでもなかろう。同国は、米など幾つかの農作物の輸出大国である。1986～87年に輸出全体の46～47％を占めていた農作物の輸出は、その後相対的に縮小したが1997年においても30％のシェアを占めている（表12.2）。多くが繊維・衣類・革製品・履き物等で構成されるその他製品の輸出は、1997年において最も高いシェア（39％）を占めている。このシェアは冷戦終結後の1991～93年において著しく低下した。このことは、当時これらの産業が新しい市場を開拓できず、国際レベルまで品質を向上させることができずにいたことを示している。鉱物性燃料の輸出シェアは、1986年の4％、92年の34％に示されるように1980年代の後半から1990年代初頭にかけて急上昇した。しかし、その後1997年には18％に低下している。鉱物性燃料の輸出額（米ドル表示）が期待されたほど伸びなかったことには、原油価格の下落が影響している。1999～2000年は、原油価格が上昇したことから鉱物性燃料の輸出シェアも高まるであろう。輸入面では、機械製品やその他製品のシェアが高く、近年ではそれぞれの製品が25～35％のシェアを占めている。鉱物性燃料や化学製品のシェアも比較的高い。

貿易や金融面からベトナムの対外経済関係を見ると、ドイモイ改革や1990年代初めの冷戦終結の結果として、大きな変化があったことがわかる。最も明白な変化は、（主にアジア諸国以外の非先進工業国によって構成される）その他経済との貿易量が相対的に激減したことである（表12.3； 相手国別貿易と表12.2の商品別貿易とでは、輸出・輸入総額が大きく異なっているところがある。相手国別貿易のデータとしては主にInternational Monetary Fund, various years b が利用されているのに対して、商品別貿易では主にAsian Development Bank, 1999, 2000cで引用されたベトナム政府発表のデータが利用されている）。その他経済への輸出は、1986～88年は輸出総額の75％以上を占めていたが、1991年に30％を下回り、さらに1995～99年は15％以下になっている。ただし、2000年第1～3四半期において同シェアは若干上昇した。その他経済からの輸入シェアの低下は、輸出よりもさらに急激で、1986～89年に85％以上であったのが、1995年以降は13％以下に下落した。もう一つの顕著な変化は、貿易相手国としての日本の重要度が増したことである。例えば、輸出総額に占める日本のシェアは、1988年以前は4～8％であったのが、1991～95年には27～33％に上昇した（その後は16～21％に低下）。公的資金の流入（純額）についても、日本からの流入のシェアは、1981～91年の2％以下から1992～98年には31％へと上昇した（各期間の累計額のシェア）。日本からの輸入シェアは輸出ほど高くはないが、1990年代初めに倍になっている。海外からの銀行借入に関しては、1990年まで日本からの借入が非常に大きなシェアを占めてきたが、近年そのシェアは急激に低下している。一方、欧州諸国は、輸出市場としても、公的資金および銀行借入の供給源としても、非常に重要になっている。さらに、もう一つの重要な変化は、輸出入におけるシンガポールのシェアが、1990年代初期に劇的に上昇し、その後低下したことである。香港との貿易においても、シェアの水準自体は低いが、同様の傾向が見られる。このことから、1990年代初めはシンガポールや香港を経由した中継貿易がベトナムの対外貿易において重要な役割を果たしていたが、それ以降は他の市場との直接貿易が重要になったと考えられる。その他、韓国や台湾との貿易は、特に輸入において、かなり速いペースで増加してきた。また、国連、世界銀行など多国間機構は、ベトナムへの公的資金の主な流入源となっている。

日本銀行の国際収支統計では、ベトナムとの取引に関するデータは公表されていない。日本から見れば、ベトナムとの取引高は、わずかだからであろう。しかし、先に見たように、ベトナムにとって見れば、日本は重要な取引相手国である。従って、1988～99年における日本とベトナムとの商品別貿易構成について見ておくことは有益であろう（表12.4）。これを見ると、日本のベトナムへの輸出は、日本が比較優位を持つ機械製品に集中していることがわかる。それに対して、日本のベトナムからの輸入は、ベトナムが比較優位を持つ農作物や鉱物性燃料が大きなシェアを占めている。興味深いことに、両国間のその他製品の貿易額は、両方向（輸出と輸入）のどちらも非常に大きい。このカテゴリーは、ここ数年の日本のベトナムからの輸入で最も主要な製品であり、日本のベトナムへの輸出では、データが公表されている期間を通して、常に第二の主要商品である。この項目では、繊維・衣類などの軽工業製品が大部分を占めている。
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